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周縁の大学とその未来
一 高等教育の グ ロ

ー バ ル 化 一

金子 元久

　教育を国家の桎梏か ら解 き放 っ 希望 と して語 られ て きた 「国際化」 とは対象的に ，

教育の 「グ ロ
ーバ ル 化」 はア メ リカを中心 とす る経済 と文化の 一極集中化へ の 陰謀 と

して 議論 され る 。 新 しい 現実 と して の グ ロ
ーバ ル化の 中で の 教育をどう理解すればよ

い の か 。 この 論文で は，まず高等教育におけ る グP 一バ ル 化の概念を整理 した （第 1

節） うえ で ，知識の 市場化 （第 2 節）， そ して 教育の 市場化 （第 3節） とい う二 っ の

コ ン テ クス トに おい て ， グ ロ
ーバ ル 化が 日本の 高等教育の あ り方に どの よ うな課題を

提起 して い るの か を考え る 。

1． 希望 と陰謀
一

グ ロ
ーバ ル化とは何か

一

教育 に つ い て の 「国際化」 と 「グロ
ーバ ル 化」 を ， まず対比 して 整理 して お こ う。

　〔1） 希望 と しての 国際化

　まず教育につ い て 「国際化」 が語 られるとき， それはどの よ うな コ ン テクス トにお

い て で あ っ たろ うか 。

　第 1 に ， その 関心 の 対象とな っ たの は，教育 をうけるヒ トの移動に かか わ る問題 で

あ っ た。 すなわち外国籍の 子 ど もの 公 教育へ の 受け入れ ， あ るい は 「帰 圜子女」 の 受

け入れ，あ るい は高等教育に お け る 「留学生 」 の 受 け入れ，な どが主要 な 関心 とな っ

た 。 そ して 国境をこ えて移動 した子 ども、 学生 t 研究者が ， 文化的あ るい は社会的に

異 な る環境の 中で ，様 々 な障害に遭遇す るこ とを ， 国家の 内外の 価値観や行動パ ター

ン との 間の 文化的摩擦， と して 捉え る こ とに よ っ て 分析が行われ， また実践的な対策
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が論 じられて きた 。

　第 2に ， こ うした議論で は教育 をうけ る ヒ トが移動するこ と自体はすで に前提とさ

れ て い る 。 留学生に つ い て も問題 とな るの は ， すで に 存在する留学生が どの よ うな問

題 に直面 して い るの か，あ るい は
…

定数の 留学生をい か に選抜するの か，あ るい はい

か に受け入れ るの か， とい っ た点で あ る 。 逆に い え ば，留学生 が どの よ うな メ カ ニ ズ

ム で 発生するの か，どの よ うな動機をもっ て 留学を選ぶ の か， さ らに は そ の 費用を ど

の国の 誰が ど う負担するの か，そ して それがどの よ うな利害を個人あるいは社会 に生

むの か ， とい っ た点 は直接に 問題 に され るわけで はな い
。

　第 3に 教育を うけ る ヒ トの 移動 自体は ， 基本的に は望ま しい もの と考え られ る 。

ヒ トが移動 し，他国に おい て 様 々 な経験をっ む こ と自体が ， 文化を こえ た人間の 相互

理解を 生 み，世界の 平和 に貢献する もの と して ， そ れ自体が 価値 と して と らえ られ

る。あるい は異文化をもつ 子どもや留学生が， 日本の なかで コ ン フ リク トを経験する

こ と自体が ， 日本社会の 閉鎖性に対す る告発 と と らえ られ る 。 い ずれ にせ よ国際化

は ， 日本の 閉塞的な社会をぬ けだすための ，
一

っ の 希望あるい は戦略と して語 られ る

とい っ て もよ い だ ろ う。

　   　陰謀と しての グ ロ ーバ ル化

　こ れ に対 して ，
「グ ロ ーバ ル化 」が 議論 され る コ ンテ クス トは次の よ うに 整理 で き

よ う。

　まず第 1 に ，教育の グ ロ ーバ ル 化は 結局 は知識 や技能の 移動を意味す る 。 さ らに知

識の 生産 と伝達におい て 国際的な交流が きわめて 急速に拡大 ・加速化 し， それに大学

が ますます大 きな役割を果 た して い る こ とを背景 と して，大学の研究 ・開発 すなわ

ち知識生産 の 機能が重要 な関心 の 対象 とな る （Scott　ed ．1998）。 教育 の 様 々 な側面

が 問題 とな るの で ある 。

　第 2に ， グ ロ
ーバ ル 化の 中で は教育の 問題 は教育 に 終始す るもの で は な い 。 こ れ ま

で も教育の 国際化をめ ぐる議論に マ ク ロ 的な要因を有機的に取り入れ る必要が指摘さ

れ て い なか っ たわ けで はな い （江 淵　1994）が， グ ロ
ーバ ル 化の 中で ，教育は経済社

会的な要因に きわめ て 強 く規定され ， また それ に影響を及 ぼす 。 留学生の 問題 も，そ

の 背後に費用 の 負担 と， そ れに よる利益 を誰が享受す るの か， とい っ た問題 と切 り離

して考え るこ とはで きない
。

こ う した意味で ， 教育 にか かわ る国際的な交 流を，経済

社会構造の 変化の 中で捉え るこ とがめ ざされる。

　第 3に 　こ うした視点か らみ れば，教育に お ける グロ ーバ ル 化はそれ 自体に おい て
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周縁の 大学と そ の 未来

価値を もっ もの で はな い し，利害か ら中立の もの で もな い 。 む しろ ， 財貨や人，情報

・知識が 国境を越えて 流通 す る こ とに よ っ て ， 国の 間で ， あ る い は国内で ，様 々 な利

害が生 じる。 そ こか ら様々 な形 で 国家に つ い て 危機感が うまれ ， 生存の た めの 戦略が

語 られ，教育に かかわる問題 はその 重要な
一

環 と して捉え られ る 。 国内で も様 々 な個

人や企業に様 々 な利害が発生す る。 あ るい はそ う した危機感に依拠 して ， 国内の 既 存

の諸権利 ， あ るい は社会契約を破壊するための ， イデオ ロ ギーとして グ ロ
ーバ ル 化が

用い られ て い る とい う批判 （Green 　 1997，　 Currie　and 　Newson 　 ed ．1998） も生 じ

る 。 グロ
ーバ ル 化は 二重の コ ンテ クス トで，陰謀として 語 られ るの で あ る。

　こ う した点を踏まえて 「グロ ーバ ル 化 と教育」 とい う問題 の 設定が意味する もの を

整理 すれ ば以下の よ うに な ろ う。 即 ち，  グ ロ
ーバ ル 化 とは国家の 枠を越え た流通

が，輸送手段や情報技術に よ っ て 空 間や時間の 実質的な距離が せ ば ま る こ とに よ っ

て ， モ ノ ・カ ネ ， ヒ ト， そ して知 識 ・文化 ・価 値 ， とい う三 つ の 次元の すべ て に おい

て拡大 ・加速 して きた こ とを さす。   その 三 っ の 次元の すべ て におい て ， 教育は
一
方

で大 きな影響を受けると ともに ， 他方で そ う した流通の 拡大に ク リテ ィ カ ル な影響を

与え る可 能性を もっ て お り， またそれを期待 されて い る 。   しか もそ うして 生 じる流

通 の 拡大 ・ 加速 は，国家の壁 を低 くする よ うに 見え なが ら，実は国家の 間に 新 しい 不

均衡を もちこみ ， そ れが また新 しい 利害を国 内で 生む可能性を もっ て い る。 その 危機

感か ら， 新 しい教育政策が生まれ ， またそれに 対する批判が 生 じて い る 。

　 こ の よ うな観点か ら， 教育に かかわ る ヒ ト， 知識 財貨の 国境を越えた移動が，経

済社会構造の 中で どの よ うに生 じ，また どの よ うな帰結を，国家間 あるい は国内で ，

もた らすの か を，そ の 不 均衡的な側面を視野 に い れっ っ 分析す るこ とが要請 されてい

るの で ある 。

　（3） 高等教育 に おけ る国家

　とこ ろで 「大学」 は近代国家の 成立以前に ，
ロ ーカル な世俗国家と， ユ ニ バ ーサ ル

な組織 と して の 教会 との 拮抗関係の 中で うまれた 。 こ こで は学生は世俗 国家の枠を こ

え て 流動す るのがむ しろ普通で あ っ た。 それ が崩壊 したの は近代国家の 成立に よ っ て

で ある 。 ．近代国家は大学を必要 と し， 大学は近代国家を必要 と した 。 大学は近代国家

とい うワ クを与え られ るこ とに よ っ て ，われわれ の 知 っ て い る 「大学」 と して 誕生 し

た と もい え る 。

　 こ うした契機 を経て ，現代社会にお い て ，近代国家 は ， 社会 と大学 とを 結び っ け

る， もっ とも重要な媒介と して の 役割を果 た して い る。 即ち国家 は ， 大学の 入学資
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格 ， 入 学者選抜，卒業要件，学位 ， 職業資格制度とい っ た，高等教育に っ い て の 市場

の ルール をっ くり，強制す る 。 また高等教育 は高い経済的な報酬 と社会的地位に結び

つ くか ら，国家は何 らか の 規則 に よ っ て ， そ の 分配を コ ン トm 一ルす る こ とを求め ら

れ る 。 客観的に把握 され た能力に よ っ て，高等教育機関へ の 入学者が選抜され ，それ

に教育が与え られて 学歴 資格が与え られ る， とい うメ カ ニ ズ ム は，現 代の 大衆社会に

おい て 社会的な機会を配分す るうえで の ， 基本的な メカ ニ ズ ム にな っ て い る。 また教

育の 価値は表面にあ らわれ るもの で は な いか ら， 所持者の 知識 ・技能を認証する もの

と して の 「学位」 あ るい は さまざ ま な資格制度が きわ め て 重要 な意味を もっ 。 い わ

ば． うけた教育の 価値を あ らわす通貨が国家に よ っ て 設定され ， そ の 価値が近代国家

の 中で他の 財貨 と交換可能性を もっ こ とが保証 され た とい うこ とがで きよ う。 さ らに

近代国家は大学をつ くり，あるい は補助金を与え るこ とに よ っ て 自らその 供給にかか

わ る。 国家は租税制度を使 っ て 資源 を獲得 し，それを高等教育機関に 分配す る。 また

こ う した制度的枠組み は ， 個人 の 進 学意欲に 大 きな影響をあたえ ， 教育機会へ の 需要

を規定す る 。

　重要 なの は こ う した メカ ニ ズ ム は ， 教育をめ ぐる市場が ， 近代国家の 中で 完結する

こ とによ っ て 初めて 十分に 機能する ことで ある。 すなわち第 1 に ， 大学入学資格， 入

学者選抜制度，学位，職業資格制度な どの 市場の ル ール は，そ れが一
定の範囲の 中で

一律に 強制 されな い限 り意味を もた ない こ とはい うまで もない 。 近代国家に おけ る教

育関係の 法制は，まさ に この点を中心 として 整備されて きた もの で あ っ た 。 第 2 に 教

育に 関する政府負担は ，人 的資本の 形 成 あ るい は科学技術へ の 寄与を もっ て，国民

経済の 成長あるい は国民的な文化の 形成を通 じて ，結局は社会 に還元されるこ とを前

提 と して い る 。 もちろん， こ こに おける負担 も， 個人あ るい は企業が租 税を通 じて 行

うの で あ るか ら，そ こ に その 負担の 分担をめ ぐる問題が生 じる e あるい はその成果の

分配に つ い て も同様の 問題が生 じる。 総 じて ，個人に とっ て の 負担 と受益 との相対的

な関係が ， 個人 に よ っ て ど う異 な る の か が ，

「公正」 の 問題 と して 重要な 社会的イ

シ ュ
ーとな る。 しか しこ の 公正 の 問題 も，市場が 国民国家に よ っ て独 占されて い る こ

とを前提 として 議論され る 。 そ して 近代国家は，そ う した国家の 中で の 教育を あ ぐる

市場の 完結性を保証す るた めに様 々 な強制手段を講ず るとともに ， 社会 も基本的に は

そ うした完結性 を潜在的に は支持 して きた の で あ る 。

　 グ ロ
ーバ ル 化は， こ うした国家に よ る教育 市場 の独 占あ るい は強力な秩序形成が ，

様々 な要因に よ っ て 崩れて い く過程で ある とみ る こ とがで きる。 それ はどこ なの か ，

そ の 代わ りに どの よ うなメカ ニ ズム が形成 され よ うと と して い るの か。それ を以下で
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　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 周縁の大学とその 未来

は ， 大学 にお ける知識の 伝達すなわち教育 の側面 と ， 知識 の生産すなわち研究の 側面

と，の 二 っ にわ けて 論 じて み たい 。

2．　 大学教育の グロ ー バ ル化

まず教育の 面 に っ い て 問題を整理 して み よ う 。

　（1） 近代国 家と古典的 「留学」 像

　上述の よ うに ， 近代国家は大学教育をい わば独占的に 管理 す る 。 しか しそ うしたな

かで も，例外が存在 しなか っ たわ けで はない 。 それが 「留学」 で あ っ た 。

一一般に留学

を ， その 費用 の 負担，留学に よ っ て獲i得 した知識技能を発揮す る場所，そ して 留学で

獲得する教育訓練の 性質 t とい う三 つ の 次元で 整理すれば，以下の よ うな 図式を考え

る こ とが で きるだろ う 。

負 担 ： 私 的 ← → 国 家

最終 目的地 ： 自 　 国 ← → 他 　国

教 育 目 的 ：　 一般的教養 　 ← → 　 専 門 知 識

　 こ の 図式 に従 っ て ， これまで の 留学の 形態を整理 すれば以下の よ うに な る 。

　まずもっ とも基本的な留学の 形態は，国家 （出身国あるい は受け入れ国）の 負担 に

よ っ て ， 特定の 専門領域あるい は 職業的な訓練を習得 し，そ れを自国に 持 ち帰 っ て 社

会に貢献する こ とを期待され る ，
い わ ば 「派遣型」 の 留学で あ っ た。 日本の 明治期の

初め に送 られた多数の 官費留学生 ， 戦争直後の フル ブラ イ ト奨学金は ， あ るい は現代

日本の 国 費 （受入）留学生 はその 例で あ る 。 こ う した形 の 留学 は，その 機能に お いて

送り出し国の 近代国家として の 機能を強化するべ きもの で ある 。 あるい は受け入れ側

に と っ て は ，世界の 秩序形成に 貢献す ると ともに ， 送 り出 し国との 友好的な関係を構

築する こ とが 目標 とされ る 。 こ うした留学 は，近代国家自体を補強する役割を担 っ て

い る 。

　こ う した派遣型の 留学か ら派生 した もの が 「ブ レイ ン ・ドレイ ン ．】で あ る 。 送 り出

し園の 立場か らみれば ， 負担 した費用が国民経済に還元されず， あ るい は資源 と して

の 人材が奪われ るとい う意味で ， 発展途上国に 対す る搾取 と して 批判されて きた 。 ま

た私的な負担に よ り，一般的な見聞を広げるため に 外国の 高等教育機関 に在学 し，修

了後 は帰国す る，r遊学」 型 と呼ぶ べ きもの もあ っ た 。 しか し，そ う した 私的負担は

きわめて 多額に の ぼ るだ けで な く，結果 と して 獲得 した知識 は帰国の 後 も職業的 な資
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格 として 用 い られるよ うな もの で はない 。 したが っ て ，こ う した留学 はきわ めて少数

の富裕階級を大 きく出る もの で はなか っ た。

　 こ れ らの 形態 を，古典的な留学 と呼んで お こ う。 古典的な留学は ， そ れが国家を超

えた人の 移動を意味す るに もかかわ らず ， む しろ近代国家それ 自体の 枠を補強す る傾

向を もっ て い た。 そ うした条件を満た さな ければ ， ブ レイ ン ・ドレイ ンの場合の よ う

に 国家間の 利害の 問題 とな るか ，あるい は きわめ て 少数の 例外的な特権 と して 黙認 さ

れ る しか なか っ たの で ある。

　（2） 大学教育市場の グ ロ
ーバ ル化

　以 上の よ うな留学を 中心 と した ， 大学教育の交流は しか し今 ， グ ロ
ーバ ル 化の 動 き

の 中で 大 きく変わろ うと して い る。

　その 主要な要因は，経済活動に おける国際的な交流の飛躍的な拡大で あろ う。 それ

は労働市場 ， 特に大卒者の 労働市場 に大 きな影響を与えざるを得ない 。 その 影響はい

くつ かの 次元で 整理 するこ とが で きる。 第 1 に グロ
ーバ ル 化は ， 国境を越えた ，

い わ

ば 「多国 間労働市場」 を形 成す る。 赴任従業員あ るい は，現地採用従業員 ・外国企業

従業員 ， さ らに外国で 第三 国企業に 採用 され る従業員，な どの 数を飛躍的に増加させ

て きた 。 第 2 に グ ロ ーバ ル 化 は，職務で 要求 される知識 ・技能 に大 きな影響を与え

る 。 そ こ で要求され る知識 ・技能を仮に 「多国間職業能力」 と呼ん で お こ う。 国際労

働市場で 働 く労働者だ けで な く， 広 い範囲の 職務で要求される多国間職業能力にっ い

て は，ラ イ ヒ の 「シ ンボ リ ッ ク ・ア ナ リ ス ト」 「国際 コ ン ピテ ン ス 」 （IIE　 1997）な

ど様 々な形で議論が行われて きた 。 いずれ に して も，それ ぞれ の専門分野，職業分野

に お い て ， 国際的に 共通 の 知識 ・考え方を理 解 し， またそ れを基盤 と して 他者 と コ

ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ンす る能力が問題 とな っ て い る こ とは疑い な い 。 こ う した背景か ら，

高等教育機会の 需給に 次の よ うな変化が おこ っ て い る 。

　まず第 1 に ，国家の 枠を乗 り越え た高等教育機会へ の 需要が 拡大 しつ っ あ る。 上述

の 国際労働市場に参入する こ とを 目的 とする限りは ， 外国に おい て 学歴を取得 した後

に 自国で就職する際の ペ ナルテ ィ を科され るこ とは少な く， む しろ各国に共通に 用い

られ る知識技能，た とえば 言語 と して の 英語 ，を 習得する こ とが有利 となる。 こ うし

た意味で 外国の 教育機関， と くに企業活動の 世界的な標準に近 い 国へ の 留学需要が拡

大 する。 同時に ．発 展途上 国と くに ア ジア に お け る所得水準の 向上が ，外国の 大学へ

の 留学の 費用を負担する能力を ，

一部の 階級だ けで な く， 広範 な中産階級に も与えて

い る こ と も重要で ある 。
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　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　周縁の 大学と その未来

　第 2に ，供給面で の変化が起 こ りつ っ あ る 。 特に経済的な誘引を背景 と して外国人

学生 の 受け入れが 積極的に試み られ始め た 。 た とえ ばイギ リス に お い て は，ユ980年代

初頭 にサ ッ チ ャ
ー政権下にお い て ，深刻な財政危機を背景 と して ， 高等教育予算 も大

幅 に削減 され た 。 結果 と して イギ リス の 大学は，外国人学生 に対 して，イギ リス 人よ

り高額の授業料を徴収する こ とに な っ た 。 ア メ リカで も州立 大学の 多 くは ， 1980年代

に財政危機を反映 して ， 深刻な収入不足に陥 っ たが，州内か らの進学者に対す る授業

料 は，政治 的に増額はゆ るされな い ため に ， 外国に ブ ラ ン チ ・キ ャ ン パ ス を設 置 し，

そ こか ら本校へ の 入学を認め る ， とい う形で外国人学生の 拡大を図 っ たの で ある 。 日

本 にお ける 「ア メ リカ大学 日本校」 は こ う した ア メ リカ の 大学の 国際戦略の
一

端 にす

ぎな い 。 さ らに 1990年代 に はい っ て 登場 したの が，遠 隔授業技術を もちい た高等教育

で ある 。 199D年代に はい っ て ，イ ン ターネ ッ トなどの 新世代の 通信技術が急速に 普及

す るこ とに よ っ て ，遠隔教育を用いて 教育課程を提供する大学が特に ア メ リカで 拡大

しつ つ あ る （Mason 　1998）。 これ らはア メ リカ国内の 成人 と， 国外の 学生を主な対

象 と し，
コ ン ピ ュ

ー タ ・サ イ エ ン ス など特に技術的 ・ 専門的な科目の 部分的な教育が

中心 で あ っ たが ， さらに学士課程 そ の もの を提供す る大学 も生 じて い る。

　第 3 に こ うした状況は ， 入学資格 ， 卒業要件，卒業資格な どに も大 きな影響を及ぼ

しつ つ あ る 。 前述の 国際的な企 業活動の 拡大の
…

つ の 重要な側面 は，製造 され たモ ノ

だけで はな く，人的サ ー ビス その もの が，取 引され る必要が生 じて くる とい う点で あ

る。 そ うした状況 に応 じて ，た とえ ば エ ン ジニ ア の 学歴資格の 国際的な標準化へ の

ニ ー ドが生 じ，ア メ リカの 工学教育 資格認 定協会 （American 　Board 　for　Engineer −

ing　Technology ； ABET ）の 提唱す る国際基準に， 日本の 大学基準を適 合させ る作

業が 行われ て い る。 大学入学資格 に っ い て は ， 高等教育 の 国際化 の 観点か ら，「国際

バ カ ロ レア」 制度が国家間の 協定と して推進されて きた 。

　以 上の よ うな変化の 結果 と して まず 目立っ の は，留学生の 数が飛躍的に 拡大 して い

るとい う点で ある 。 しか もそれ は，第
一

世代の 派遣型 の 留学 とは こ とな り， 基本的に

は個人負担で ， 市場を媒介 と した，第二 世 代の留学形態 とも呼ぶ べ き もの で ある。 前

掲の 図式で い えば ，た とえ ば私的な負担に よる ， 国際的な労働市場 へ の 参入を想定 と

して ， 専門的な内容で の学歴資格の 獲得を目的とす る r個人負担 ・キ ャ リア志向」 型

の留学，外国で の 見聞を広げ，語学を習得するため に ，自国で の 大学の 在学中に ， 他

国に短 期間留学す る とい う 「短期留学」 型の 留学が増加する とと もに ，遠隔通信の 技

術を用い た 「バ ーチ ャ ル 」 型 も発生 しつ つ ある 。 しか しさ らに重要な の は ， こ う した

変化が，各国の 国内の 大学教育 に 大 きな影響を与え始め て い るとい う点で あ ろ う。 上
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述の 国際的な専門教育適格認定制度 は ， カ リキ ュ ラ ム 自体が もはや国内で 完結的に決

定され な い こ とを示 して い る 。 また国際的な労働市場 あるい は，外国業務 の拡大は ，

教育内容に 大きな影響を与え る。

　（3） 国家の 戦略

　こ うした第二 世代の 留学形態 の飛躍的な拡大は，国内の 高等教育構造に ク リテ ィ カ

ルな影響を与え るこ とにな る。 ただ しその 影響と，そ れに対す る戦略は，国によ っ て

大 き く異な る 。

　第 1 に ，
こ うした観点か ら特別の 位置を占め るの はア メ リカで ある 。 戦後世界の 経

済体制 の なかで ア メ リカが 保 っ て い た優位は， 1970年代初めの ニ ク ソ ン ・シ ョ ッ クを

転機 と して む しろ失われた とい われる 。 しか しそ の なか で ア メ リカの 商業慣行や ， 高

等教育課程， そ して そ の 晉語で ある英語が，国際的に 各国の よ りど こ ろ とな る 「標

準」 とな りっ っ あ る 。 労働 市場に お け る標準 と，高等教育 におけ る標準 とが，透明に

決定 され て い る場とな っ て い る こ とが ア メ リカの 高等教育が留学生 に対 して 大きな誘

引をつ くっ て い る 。 また ア メ リカ の 高等教育は
．一

兄的な統制が少なか っ た こ とに よ っ

て，異質の 学生の 受け入れに柔軟に対応するメ カ ニ ズム を発展 させて きたが，それが

留学生 を受け入れやす く，また留学生が 適合 しやすい環境を つ くっ た。 その 結果 と し

て 生 じる留学生の 流入は ， ア メ リカの 高等教育を一
つ の 産業と させ る。 さ らに それ

が，ア メ リカの 高等教育の 世界標準化をさ らに 促 し，それが ア メ リカ の 高等教育に 向

けて の 需要を さ らに生み出す， とい う好循環 を呼ぶ こ と に な る 。 た だ し，そ う した動

きに も矛盾がない わけで はない
。 ア メ リカの 国内に 目を向ければ，経済成長に もかか

わ らず，所得格差 は増大 して い る こ とも事実で あ る 。 留学生の 受け入 れ，その 一部の

ア メ リカ へ の 定住，あるい は国際労働市場へ の 参入は ，ア メ リカ国民に と っ て の 高所

得の 雇用機会が奪われ る こ とを意味 して い る 。 また高等教育機関へ の 外国人学生の 受

け入れは，特に選 抜性の 高い機関で は，や は りア メ リカ 国民の 教育機会を奪 うこ とに

もなる。 国際的な留学市場に おいて優位にた っ ことは，国内における緊張を引き起 こ

す可能性を も っ て い るの で あ る 。

　 ヨ
ー

ロ ッ パ 各国は上述 の 第一
世代の 留 学にっ い て は，ア メ リカと同等の 地位を占め

る，留学生の 受 け入 れ国で あ っ たが ，戦後 と くに 1980年代以降 は，そ の 地位はア メ リ

カに比 べ て 明確 に後退 しつ つ あ る 。 それ は経済活動全般に つ い て もい え る こ とで あ っ

た 。 そ うした状況 に対す る戦略 と して登場 したの が地域 国家連合 と して の EU で

あ っ た こ とはい うまで もない 。 そ う した戦略に とっ て ， 高等教育 は重要な役割を負わ
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　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 周縁の 大学とそ の未来

され るこ とに な っ た。 そ の 象徴 として 1987年に発 足 したの が域内留学生交換計画 と し

て の エ ラ ス ム ス （ERASMUS ）計画であ る 。　EU 諸国の 大学生 の ほ ぼ 1 割程度が こ

の計画に よ っ て 短期 （1年程度）の 留学体験を して お り，経験 した学生 か らはおおむ

ね 肯定的な評価が されて い る （Teichler　1998）。 しか し同時に， こ う した計画 の 限

界 も明 らか に な っ て い る 。
エ ラ ス ム ス 計画に よる留学生に は一定の 補助金が 支出され

て い るが，そ もそ も ヨ
ー

ロ ッ パ 各国の 高等教育は 1980年代か らの 大衆化の 結果 と し

て ， 財政的に きわめて 厳 しい状態に あり，教育の 高度化 を進め るため に授業料の 徴収

をめ ぐっ て ， 政治的に 厳 しい 対立が生 じて い る国 も少な くない
。 また高等教育制度

も，EU 域内で きわめて大 きく異 な り，それ に つ い て 各国の 標準化を進める動きはま

だ全 くみ られな い とい っ て よい 。 統合 とい う形で 国家の枠 を乗 り越え るの は ヨ ー W ッ

パ 域内で も，む しろ現実的で ない こ とが認識 され っ っ あ る 。 しか も他方で ，域内で は

イギ リス ， 域外で はア メ リカへ の 留学生が拡大 して い る。

　 日本は ， こ う した図式の 中で ， 自 らの 位置を探 しあ ぐねて い るとい え よ う。 日本は

先進 国の 中で も， 自らの 特異 性に っ い て の 自意 識が 強 く，そ れが固有の 孤立感を生み

出 し， 特異な 「国際化」 に対する…
つ の 思 い入れを形成 して きた 。 それ に加えて 日本

の 国際競争力の 高度化が 自覚あるい 過信 され た こ とを背景 と して ， 1984年に は中曽根

首相が 「留学生10万人計画」 を発表 した。 この 計画は第
一
世代の 「国家」型留学の 発

想を受 け継い で い た に もかか わ らず，基本的に は私費負担の 学生を招致す る こ とを想

定 して い た点に ， 大 きな特質があ る。 計画 とい う名に値する もの で はな い とい う批判

も， こ の意味で は当然 と もい え る。実際 目標 とされた 10万人も，2000年まで に ほ ぼ

半数が達成 された に す ぎない 。 しか もその 限 られ た増加を可能 と した の は，主 と して

中国か らの 大量 の 留学生の 流入で あ っ た 。 中国における留学の きわめ て膨穴な潜在需

要 と， 日本 にお い て 若年の 単純サ ービス 業労働者の 不 足を背景 と して ， 留学生に 日本

語学習期間を含めて 比較的に寛容 に就業が認め られて い る こ とが ，そ の主 要な要因で

あ っ た 。 こ の よ うな構造の 中で ， 市場的な留学生の 流入が生 じた の で あ る 。

　他方で 日本か ら送 り出され る留学生 の 数 も， 特 に ア メ リカ へ の それを中心 と して 増

加 して きた 。 ただ しア メ リカ大学 日本校が，1990年代後半にな っ て か な り閉鎖 された

こ とに 明 らか なよ うに ，私費負担の 学歴資格志向型の 留学生は，
一
魂殳に思 われて い た

よ うに は拡大 しなか っ た 。

一
部の 企業が外国部門の要員と して 日本人の 外国大学卒業

者を積極的に採用 しは じめ た と して も，一般的 に は 日本企 業に採用 されるため に は国

内で 長い 就職活動 ・採用試験の プ ロ セ スを経な ければ な らな らず ， 外国企業へ の 就職

は大 きな リス クを伴 う。 しか も日本の大卒者の 平均賃金は，ア メ リカを上 回り， 国際
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的に最高水準にあ る 。 外国留学の誘 引はまだ必ず しも大 きくな い 。 しか し他方で ， 短

期留 学あ るい は，明確 な 目的を もた ない成人の 「留学」 な ど，新 しい 形の 「遊学 」 が

増えて い るこ とも事実で ある 。 また大卒職業人が ， 中核的な国際分野で の 専門職をめ

ざ して ，大学 院 レベ ル で の 留学 を 目指 す こ とは， 日本企 業の 雇用慣行の 変化 に と も

な っ て 大 きく拡大す る可能性がある 。

　 しか しよ り広範な問題は ， グロ ーバ ル 化の 圧力が，国内の大学にどの よ うな影響を

与え るか とい う点で あ ろ う 。 上 述 の 工 学分野に お ける国際資格認定に み られ る動 き

は， さ らに会計などの 分野に も広が り， 直接的な圧力を 日本の 大学の教育課程に 与え

る 。 しか しよ り基本的な問題 は ， ．ヒに の べ た凡地域的職業能力の 能力の 形 成を， 日本

の 大学が担 うこ とが で きるか 否か とい う点に ある。
「国際 1を冠 した学部が多数 設

立 された こ と は ， そ うした関心が 日本の 社会全体に高ま っ て い るこ とを示 して い る 。

しか しそ うした 厂国際 ． を専門とす る大学教育が，実際に 上述 の 要求に こたえ る こ と

がで きるか否かは 自明で はない 。 要求 されて い るの はむ しろ，それぞれ の 専門分野 ，

職業分野 に お い て ，国際的 に共 通の 知識 考え方 ，
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 方法を身に

っ ける こ とか もしれない
。 そ うだ とすれば ， む しろ大学教育全体におい て そ うした要

素を取 り入れ るこ とが可能 に なろ う。 そ れは短期留学に おける見聞ある い は 経験を身

につ ける教育 とも大きくこ とな る。 しか しそ うした 目的は，必ず しも個別の 専門分野

の 学問の 論理か ら導出され る もの で はない か ら，実際の 教育課程 と して 設計す る こ と

は容易で は な い 。 こ う して 日本は，グ ロ
ーバ ル 化 へ の 動 きの 申に 取 り込まれるの と同

時に， 見方に よ っ て はその枠組みの 中で ますます辺境に追い や られ る可能性も生 じて

い る 。

3．　 知識の 市場 とグ ロ ーバ ル 化

他方で 生産 とい う側面に おい て ， グロ
ーバ ル 化は大学 に何を意味するの か 。

　（1） 近代 国家 と知識生 産

　大学に お ける知識生産の 最 も根源的な ディ レ ン マ は ，

一・・
方で 学問 と して の 自律的 ・

論理的 な発展の 論理，他方で 社会の 要請へ の 対応 あ るい は社会的 レ リバ ン ス （rele −

vance ） へ の 要求 ， とい う二 つ の原理 の 対立で あ る 。 こ の 二 っ の 原理 は ，大学の 成立

の 時点か ら，いずれかの 方向へ よ りっ っ
， 緊張関係をもっ て学術研究の あり方を既定

して きた 。 特に帝国主義の 勃興 の 時代 に は，大学の 学術研究 は生産 力ある い は軍事力

に大 きな役割を果たす こ とが明 らか に な り，学術研究を 国家の 枠内に閉 じ込め よ うと
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　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　周縁 の 大学とそ の 未来

す るベ ク トル が生 じた 。

　 しか しそれ に もか かわ らず ， 大学で の研究の 自律的な発展の 伝統 は 国家 に よ っ て 大

き く損なわ れ る こ とはなか っ た。 それ は学問の 自由の イ デオ ロ ギ ーが尊重 された とい

うよ り も，む しろ結果 と して そ う した 自律的な発展に よ っ て こ そ知識生産の 達成度が

高ま っ たか らで あ る 。 しか も同時 に重要なの は，研究者 の 流動性で あ っ た 。 19世紀の

ドイツ に おける科学研究の 急速な進展の 理 由を ，
ベ ン

ー
デー ビ ッ ド （1984） は，主要

大学が セ ン ター ・オ ブ ・エ クセ レ ンス （COE ）を 形成 し， しか もその 間で の 研究者

の流動性が 高 く，透 明性の 高い競争が行われ た こ とに帰 して い る 。 20世紀 に お ける ア

メ リカの 科学研究に お け る台頭 も， 大学間の 激 しい 競争が ， 国際的な流動性を生み 出

し，それが 高い 学問的生 産性を生 む， とい う構造が生 じた こ とに帰せ られ る 。

　こ うした構造の 中で は ， 学問的な先進地域に お け る研究成果は ， 比較的に 自由に後

進地域 に流入す るこ とが で きる。 た だ しそ の た めに は後進地域に おい て ， 研究に
一

部

参加 し， それを導入する と ともに ， 国内で 消化 し， 再編す るた めの研究能力がな けれ

ばな らない 。 明治以降の 日本は ， そ うした受け入れの 能力をおそ らく世界で 最 も高度

に発達させ た国家で あ っ た とい え るか もしれな い
。 そ うした研究成果の 伝播は ， 研究

上の 先進地域か らみれ ば ， 少な くと もそ れが 経済的優位性を脅か さな い 限 りに お い

て ，必ず しも不利益 とな るわ けで はない 。 特に 冷戦下の 国際的な状況 の下で は，資本

主義国の 間で の 学術交流 は ， 国際戦略 上も重視 された 。 こ うした論理に よ っ て 生 じて

い た知識生産の 相互 関係の あり方 を ， 古典的な学術交流像 と呼ん で お こ う。

　  　知識生産の市場化とネ ッ トワ
ーク化

　以上の よ うな大学 に お ける知識生産の メ カ ニ ズム は しか し， 1980年代を境 と して 大

きく変貌 しっ っ あ る 。

　第 1 に ， 国家の研究投資に っ い て ， そ の 国家に対す る貢献 と効率性を厳 しく要求す

る政治的な環境が生 じて きた。 特 に 1980年代に ア メ リカ は景気後退 とと もに ， 日本を

中心 とする経済発展の追撃をうけて ， その 経済力の 絶対的な優位性が脅かされる とい

う，深刻 な危機に直面 し， そ こか らア メ リカに お ける公 的な研 究投資に よ っ て 支え ら

れた基礎研究の成果が ， 結局 は 日本な ど外国に よ っ て 利用され て い るとす る ， い わゆ

る 「基礎研究ただ乗 り」 論が生 じた 。 自国の 経済発 展の た めの投資 と して の 研究補助

の 位置づけが 再び重要性を もっ た の で あ る 。 同様の 変化 はイギ リス で も生 じた 。 そ れ

自身の 発展 を 目的 とするモ ー ド1 の 研究に対 して ， 社会的な レ リバ ンス に 向か うモ ー

ドH の 研究へ の 社会的関心 の シ フ トは ， そ う した雰囲気の 変化を示 して い る。
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　第 2 は，大学 にお い て 生産 される知識が，経済的な材と して認 識され るよ うに な っ

て きた とい う点で ある。 これ まで 「基礎研究」 と呼ばれて い た分野の 成果が，突然に

市場で販売され る製品に 転化する とい う例が増加 し， 大学あ るい は政府機関に おけ る

公共財 と して の 基礎研究，企業に お け る私的投資 と して の 応用研究 ， とい う二 分法が

妥当 しな くな っ て い るこ とを示 して い る 。 たとえばバ イオテ クノ ロ ジーの 分野に おい

て は ， 民間企業が遺伝子 情報を解析 し，それ を特許化す るな ど，直接 に応 用可能性の

な い知識に も知的所有権を主張する動きも生 じて い る 。 こ うした動きを背景と して ，

大学に おける知識生産に も市場メ カ ニ ズム を介入させ るべ きだ とい う議論が生 じる 。

　第 3 に ， 知識生産の 形態が大 きく変化 して きて い る 。 専門知識の 拡大は ， 研 究の 先

端を次第に 広げざるを得ず， その ために 多数の 研究者が参加するこ とが求め られる 。

他方で 基礎研究の 能力をもつ 大学 は国際的に も拡大 しつ っ あ る 。 そ うした なかで ，単

独の 研究者あるい は研究機関が独 占的に一淀 分野で の 研究成果を あげ る こ とが 難 しく

な り， 研究機関同士 が互 い に研究成果を交換 しなが ら，全体 と して知識生産の シ ス テ

ム と して 機能す る， とい う形態が重要な形態 とな っ て くる 。 い わ ば 「分散型 知識生

産」 （Distributed　 Knowledge 　 Production）で あ る （Gibbons 　1998，　 p ．75）。 こ

うした形態は， イ ン タ ーネ ッ トの 発展 とい う技術的な理 由に よ っ て も飛躍的に そ の

キャ パ シテ ィ を拡大 させ た 。 あるい はイ ン ターネ ッ ト自体が， こ う した研究形態の 中

で 形成された とい っ て もよい 。

　（3） 国家の 戦 略

　こ う した変化に どの よ うに 対応 するかに っ い て は ， 各国の 間に大 きな相違が ある 。

こ こ で再び独自の 地位を 占め るの がア メ リカで ある 。 ただ しそ の 論理 は ，

一
般に批判

されて い る よ うな単純にア メ リカの
一

極支配を 目指す もの で はな い
。 前述の 「基礎研

究ただ乗 り」論の論理的な帰結は ， 外国へ の 研究成果の 流出の 制限であ っ て，実際そ

う した動き もな か っ たわけで は ない
。 しか しア メ リカの 戦略は，む しろ知識生産の 開

放性を保 つ
一

方 で ，外国 に対 して ネ ッ トワ
ークへ の 参加 を求め る ， とい うもの で あ っ

た 。 1980年代終 わ りに ア メ リカが 日米構造 協議に お い て N 本の研究投資の 抜本的な増

額を求め た こ とはそ の 典型 的な現れで あ っ た とみ る こ とが で きる 。 で はな ぜ ア メ リカ

はこ うした戦略をとるの か 。

　
一般的に分散型の研 究ネ ッ トワ

ークに，国を こえ て 多数の研究機関 ・研究者が参加

する こ とは ， 研究上 の 分担に よ る効率性の 向上 に加えて
， 異質な考え方が交錯するこ

とに よ っ て 革新的な知 見が生 まれやす い， とい う意味で 知識生産の 生産性の 向上を も
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周縁の大学とそ の未来

た らす 。 生産 され た知識 に関す る情報 は，理論的に は ネ ッ トワ
ーク参加者 に等 しく分

配 され るはずで あ るか ら，ア メ リカ の 高等教育機関に の み生 じる メ リッ トは表面上 は

必 ず しも存在 しな い
。 しか し研究 ネ ッ トワ

ークにお い て 発生する多量 の 情報を効率的

に取 り入 れ るの は ，自己の 研 究水準が高い研究機関 ・研究者で あ る。 さ らに 先端的な

知識の 生産に は，双方向型の 情報交換が必要で あるが， そうした交換の 相手に 選ばれ

るの は，研究水準の高い研究機関 ・ 研究者で あ る 。 結果 と して， 自己の 研究水準が高

い機関 ・研究者ほど，ネ ッ トワ
ー

クか ら受け る利益 は大 きい こ とに な る 。 これは マ
ー

トンの い う 「マ タイ効果」 の 新 しい形 態とい え るか もしれな い 。 同時に こ うしたネ ッ

トワ
ークか ら ， 経済的な利益が 生 じるため に は，大学 における知識生産 と，そ の 商業

的応用の 場が密接な関係を もっ て い るこ とが必要で ある。 ネ ッ トワークか ら利益を生

じる能力 は ， 大学組織の 流 動性，開放性に かか わ っ て お り， この 点に おい て こ そア メ

リカ は優位に ある と考え られ る 。

　日本に おい て も，大学に おける基礎研究の生 産性に っ い て の 危機感は強 く， それが

1980年代終わ りか らの 基 礎研究に対する投資，あ るい は 「科学技術基本計画」 に 反映

して きた。 また科学技術分野で の知識生産の ア ウ トプ ッ トは着実に 増加 して きて い

る 。 主要 な学術雑誌 に掲載された論文に つ い て の 調査 に よれば ， 1980年代以 降， 日本

の 大学に所属す る研究者の 論文の シ ェ ア は着実に拡大をとげ ， ア メ リカに は遠 く及ば

ない もの の ，他の ヨ ー ロ ッ パ 諸国をすで に追い抜 いて い る専門領域 も少な くない 。 し

か し，論文の 引用回数を調査 した結果によ る と ， ア メ リカ との 差はさ らに広がるだけ

で な く， ヨ ー
ロ ッ パ の い くっ か の 国 に 及 ば な い （文 部省　1998

， 科学 技 術庁

1999）。 これが 意味す るの は ， 必ず しも日本か らの 学術雑誌論文の 質が低 い こ とを意

味するの で はな い 。 む しろ聞題 は ， 日本の 知識生産が 国際的なネ ッ トワ
ークに お い て

は，ア メ リカを核とすれば まだ周縁に ある こ と，また 日本 は ヨ
ー

ロ ッ パ 各国の よ うに

地域内で の ネ ッ トワ ークで これ を補強する とい うこ と も不可能だ とい うこ とで あ る 。

日本は基礎 的な分野で よ い研究成果をあげて も， それ はむ しろア メ リカ の 研究プ ロ

ジ ェ ク トに 利用 され るに すぎない ， とい う極言 も必 ず しも間違い とはい え な くな る 。

　こ うした障害を乗 り越え るため に は ， 日本の 大学 は，知識だけで な く，人的な交流

が きわめて 重要 な意 味を帯びて くる もの と思 わ れ る 。 しか しその た めに は， 日本の 大

学人事にお い て ， 開放性が求め られ るこ とに な ろ う。 そ して それ は単に外国人研究者

の 処遇 とい う問題 に とどま らず ， 日本人の 研究者の 雇用慣行 に も及 ぶ こ とに な る 。 研

究者の 流動化 ， 組織の柔軟化が要請され る の で ある 。 そ れは しか し， 日本の 大学が こ

れまで 自明と して きた組織の 秩序 ， その 中で の成員の 利益に 重大な変更を加え るこ と
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を意味す る 。 こ う した意味で ， グ ロ
ーバ ル 化は ， 日本の 大学に お ける利害の 再編成を

余儀な くさせ るの で あ る。

4． 結論 ；辺境の大学 ・ その末来

　高等教育の グ ロ ーバ ル 化の 中で ， 国家の 枠を越え て 教育 あ るい は知識生産の 市場が

成立 しよ うと して い る 。 そ れは
一

方で 知識や人の流れを飛躍的に拡大 させ るが ，他方

で これまで に な い ， 新 しい利害を 国家の 聞と ， 国家の 中に っ くりだす 。 そ して それ に

対処する仕組みは， まだ 国家 とい う枠組み をお い て な い
。

　 日本の 高等教育 はそ うした グロ
ーバ ル な市場の 中で，

一
っ の 縁辺 と して の地位を与

え られて お り， しか もそ う した市場が拡大 し発達す るに っ れて ， その 地位を脱する こ

とがますます困難に な っ て い る よ うに 見え る 。 そ うした地位 に 甘ん じる こ とに 問題は

な い の か 。 あ る い はそれが望 ま しくな い とすれ ば，大学 をと りま く様 々 な利害をどの

よ うに再編す るの か ， そ して そ こ に 国家 と大学 自身が どの よ うに かか わ るの か 。 グ

ロ
ーバ ル 化は， こ うした問題を問うて い るの で ある。
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A  BSTRA  CT

        Universities in Hinterland and  Their Future

       Globalization and  Higher  Education in Japan

                                           KANEKO,  Motohisa

                                            (University of  Tokyo)

                      7-3-1 Hongo,  Bunkyo-ku,  Tokyo,113-O033  Japan

  When  the  movements  of' studets  and  ideas beyond the nation  $tate  have

been  talked  about  as  ,"internat,ionalization"  of  education,  it was  implicitly

linked to the hope of  uniting  different natiens.  With  
"globalization"

 of

education,  not  only  has its scope  been extended  to  social  and  e ¢ onomic

aspects,  but･ also  to the negative  side  of  the unavoidable  trend. In fact,

many  people  consider  globalization  of  education  as  a  grave challenge,  or

even  intrigues that  creates  new  inequity among  and  within  nation  st,ates.

Such  a  radical  shift  of perspe ¢ t･ive is most  pronounced  in higher education,

In this papeT  I first tried to clarify  the  context  in which  
"globalization"

of  higher edueation  is talked  about  from  the perspeetive  of  social  and

economic  relation  between  the  University and  the mondern  nation  state

 (Seetion 1). Then, more  concrete  issues are  analyzed  with  respect  to

education  (Section 2) and  research  (Section 3) functions of  the Univesity,

It is argued  that  globalization,  together  with  the development  of  Information

Technology,  is creating  huge  markets  of  both learning opportunities  and

scientific  knowledge  beyond  the boundary  of  state,  Even  though  all  the

nations  are  involved in this trend,  the impacts  are  significant}y  different

by  nation.  For  Japanese  higher  education  the  difficulty appears  to lie less

in being involved in the trend than  eploiting  the opportunities  offered  by

the  trend, In this particular  sense,  Japan's  position  is increasingly

entrenched  in a  hinterland, Departure  from  such  position  will  require  a

considerable  restructuring  in organization  and  the  value  in the academics.
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